
事故・緊急時等対応マニュアル

えふらいふ株式会社

えふらいふ明石事業所



1　緊急時の基本的な考え方

　緊急時とは、サービス提供時に発生した利用者の病状の急変、生命の危険などが

　生じる場合をいう。就労継続支援B型事業における従事者の場合、障害の特製の

　ある利用者を対象としている業務内容からも緊急に要する事故の発生に備えて、

　事前にその対応方法及び手順を周知徹底し、適切に対処することが求められる。

2　事故発生予防のための情報収集

　（1）利用者の疾患などの情報収集

　　①主治医の診断書などによって、利用者の過去の疾患、現在治療中の疾患等の

　　　情報を収集する。

 　　②収集した疾患に関する情報を整理する。

　　③サービス提供の際の事前の体温測定などのバイタルチェックによって、緊急

　　　事態の発生の可能性を予測する。

　（2）利用者や保護者とのコミュニケーション

　　①モニタリング等で利用者や保護者とコミュニケーションをとり、状態の把握

　　　に努める。

　　②利用者や保護者との信頼関係を強化し、情報の発信が出しやすい状況を築く

　　　ことが大切である。

　　③顔色や熱感等の観察による情報も重要である。

3　事故発生時の情報収集と整理

　（1）発生時の情報については、以下の要点に沿って整理する。

　　①発生・発見の日時・場所・内容（病気・怪我等）

　　②症状の概要（意識状態・呼吸・疼痛・出血などの部位と程度）

　　③発見後に行った処置・対処の概要

　　④医師などに指示をうけた場合は、その内容について

4　緊急連絡先の整備

　（1）緊急連絡先一覧の作成

　　緊急時に備えて、素早く対応できるように、利用者の家族・主治医等を記載

　　した緊急連絡先一覧を作成しておく。

　（2）医療情報の記録表

　　緊急時の搬送先が、主治医の病院とは限らないのでやむを得ず搬送先に同行

　　した場合には、出来る限り担当医に対して、現在保有している利用者の性格

　　な医療情報を伝えるため次のような医療情報を整理しておく。

　　①過去の疾患及び現在治療中の疾患

　　②服用している医薬品名等

　　③アレルギー情報など



5　緊急時の対応

　（1）緊急連絡

　　①状態に応じて主治医に連絡又は119番に通報する。

　　②保護者に連絡する。

　　③必要に応じて、他の利用者に状況を説明し落ち着かせる。

　　④事業主・管理者に連絡し、対応を協議する。

　（2）119番通報

　　①救急車が迅速に到着できるよう、事前に事業所の案内方法を想定しておく。

　　　「国道2号線の大明石町１の交差点を南へ15m進んだ左側（魚の棚の入口）

　　　　の喜楽ビル2階」

　　②利用者の状態を簡潔明瞭に伝える。（状態を記録する）

　　・意識（意識がない・反応がない・呂律が回らない等）

　（3）応急処置

　　　医療行為はできないが、状況に応じて可能であれば、次の一般的な処置を

　　　行う。

　　・口腔内の異常などの確認及び除去

　　・気道確保

　　・人工呼吸

　　・心臓マッサージ

　　・止血

　　・状況に応じて近くにAEDがあれば対応

　（4）救急車の誘導と到着後

　　①道路に出て救急車を誘導する。

　　②利用者の状態を落ち着いて説明する。

　　③状況を詳しい者が救急車に同乗する。

6　緊急時の処置及び手当について

　緊急を要する事態が発生した場合は、速やかに管理者に連絡する。なお、発生

　状態の把握及び留意する点については以下の事項を参考にすること。

　　・意識状態（意識がない・反応が鈍い・呂律が回らない等）

　　・呼吸状態（呼吸がない・窒息・呼吸が早い・遅い・弱い等）

　　・誤飲異食（口内の異物の有無、飲食した物と量、経過時間等）

　　・転倒転落（出血、打撲の部位、程度、疼痛の有無、意識など）

　　・発熱（体温、発汗の状態、下痢、嘔吐の有無等）

　　・吐血下血（色・量・回数・その他の訴え、症状等）

　　・頭痛（激痛か？脂汗・冷汗、時間、脈拍の乱れなど）

　　・腹痛（下痢・便秘の有無、排尿の状況、吐き気の有無など）

　　・熱傷（熱傷の原因、部位、広さ、水疱の有無など）



7　緊急時各種対応マニュアル

　（1）以下の担当者を決め、当日勤務の職員に周知させる

　　①リーダーA→消防署・病院・警察などへ通報担当

　　　（管理者がその任に着く）

　　②指導員B→救急車誘導など

　　③指導員C→避難誘導、人員点呼簿

　（2）ケーススタディ

　　①疾病、ケガへ対応

　　・Aが適任者に（もしくはA本人が）応急処置の指示をする

　　・速やかに119番による救急車要請をAが行う

　　・BはAの指示のもと、救急車要請を行うため外で待機し、救急車を誘導する。

　　・Cは利用者を点呼し、疾病、ケガをした当事者以外へ適切な指導を行う。

　　②火災への対応

　　・Aは119番通報を行う。

　　・Cは出火場所から安全な箇所より利用者を戸外に避難させ、人員点呼を行う。

　　・Bはほかの職員とともに消火器などを使い消火活動にあたる。

　　※出火が著しいときは避難を最優先する。

　　③台風への対応

　　・暴風警報及び特別警報が発令された場合は、事業所は休業となる場合があ

　　　る。その際はA又はBより保護者へ報告する。

　　・利用中に暴風警報及び特別警報が発令された場合は、気象状況・路面状況に

　　　より早めの自宅送りを実施する。その際はA又はBより保護者へ連絡を取る。

　　・気象状況により、帰宅が危険と判断した場合は、安全性が確認されるまで、

　　　事業所及び避難所にて待機し、現状保護者へ報告する。

　　④地震への対応

　　・地震発生時、机の下などで揺れがおさまるまで避難する。

　　・A（もしくはAが不可ぼ時はCが）戸外へ移動の指示を全員に伝える。

　　・Cは戸外で人員点呼を行いAに報告する。

　　・現状を把握しAは緊張避難場所へ全員移動を指示する。

　　・一時避難が完了した時点で保護者へ現状報告する。

　　・保護者と連絡が取れない場合は、取れるまで安全を確保し、事業所若しくは

　　　緊急避難場所にて待機する。



　　⑤不審者への対応

　　・Aを中心にAの指示のもと不審者の移動経路を遮断・阻止する。

　　　（玄関に入った時点で入らないよう警告をする）3回告げても退出しない場

　　　　合は不法侵入として110番通報できる。

　　・全員を安全な出口から戸外へ避難させる。

8　結果の報告・記録

　　①対応結果について、保護者に報告する。

　　②緊急事態又は事故の要因分析や具体的な再発防止策を検討・実施していくこ

　　　とになるので、従業者の記憶の定かな早い段階での確実な事実の確認と記録

　　　が求められる。

　　③対応手順に問題点がないか等を検討し、以後の対応をさらに向上させる事例

　　　として活用する。

　附則　令和6年11月1日より施行


